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2020年
4月 7日 中国，6日の死者ゼロを発表 安倍首相，7都府県を対象に 5月 6日ま

での緊急事態宣言
事業規模 108兆円の緊急経済対策を決
定
首相「緊急事態を 1カ 月で脱出するた
めには，人と人との接触を 7割から 8割
削減することが前提だ」
△厚労相，保護者への休校助成，風俗業の
除外見直しを表明
△厚労相と経産相が経団連にマスク増産を
要請
▽都の休業要請先案に国が「厳しすぎる」
と難色

押谷仁氏「少数の感染者が出た
だけで医療体制は維持できなくな
ります」「ウイルスを拡散するよ
うな行動はできるだけ避けていた
だく必要がある」

4月 8日 安倍首相，あらためて国民の協力を要請。
「最低 7割，極力 8割，人との接触を減ら
せば，必ずこの事態を乗り越えることがで
きる」
△感染者の外来や入院に対応した医療機関
に対し，診療報酬を上乗せする特例対応を
決定
▽知事会，休業補償の損失を国が補償する
よう要望

4月 9日 WHO，米中にパンデミックを政
治問題化しないよう要請

4月 10日 ◦救急医療の崩壊「すでに実感」と
の学会声明

▽さいたま市保健所長，医療体制の逼迫を
避けるため PCR検査にかける条件を「少
し厳しめにやった」と説明

4月 11日 米国の死者数が世界最多に
イタリアで段階的に規制解除へ

安倍首相，「出勤者 7割減」要請を指示
▽東京都が休業要請を開始。図書館・体育
館・パチンコ・バー等対象

4月 12日 ◦安倍首相が自宅でくつろぐ姿を撮
影した動画を公開

4月 13日 NY州知事「最悪は脱した」
4月 15日 中国，無症状感染者「累計 6764

人」と初めて発表
西浦博教授，行動制限なければ
重篤者 85万人との試算を公表し，
接触機会 8割減が必要と強調。
「劇的に接触を減少させると対策
期間は短くてすむ。甘い削減だと
長期化する」

4月 16日 緊急事態宣言の対象地域を全国に拡大
4月 17日 米国連邦政府が経済活動再開の指

針を発表
「アベノマスク（布マスク）」の配布開始
安倍首相記者会見（尾身氏同席）「各地の
医師会の協力も得て検査センターを設置」
し，「（かかりつけ医が）必要と判断した場
合には，直接このセンターで検体を採取し，
民間検査機関に送ることで保健所などの負
担を軽減」すると表明
▽都医師会，保健所を介さない PCR検査
の実施を発表

釜萢敏氏「（緊急事態宣言の全
国への拡大について）基準があっ
て（7都府県と合わせ）13になる
なら『そうだな』となるけど，な
んで 47都道府県になるのか。唐
突だ」

4月 18日 世界の死者 15万人に 妊婦向け「布マスク」から不良品が見つ
かる

4月 19日 武漢の研究所員がウイルス流出を
強く否定

緊急事態宣言から分科会「6指標」提示までのタイムライン（朝日新聞デジタル版をもとに作成）
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4月 20日 ドイツ ，ロックダウンの段階的
緩和を開始

4月 21日 高山義浩氏「（検査数を増やす
施設拡充を）誰もがしたほうがい
いと思ってい る。だが医師らを
どう確保するかが課題だ。（略）検
査をすれば，重症者も出てくる。
入院先を探し，患者を運ぶスキー
ムも必要」

4月 22日 菅官房長官，布マスクの全世帯配布を続
ける考えを示す
▽都内初のドライブスルー式 PCR検査施
設を江戸川区に開設

4月 23日 ◦全国死者が 300人を超す
NY州が州内 3000人抗体検査の
結果を公表。実際の感染者は 10倍
超との暫定見積もり　

釜萢敏氏「（企業が検査キット
を使って社員の出社の可否の参考
に使うと）大きな混乱が引き起こ
される強い懸念がある」

4月 24日 ▽東京都が「12日連続休暇」を企業に要
請

4月 25日 韓国が日本への PCR検査キット
支援案。日本政府の要請が前提と。

西村担当相が職員の感染を受けて自宅待
機に

4月 26日 △PCR検体採取を歯科医にも認める方針
4月 27日 英国ジョンソン首相が公務復帰 安倍首相，給付金 10万円の「5月の早

い時期」に開始と表明
4月 28日 ニュージーランド，ロックダウン

を一部緩和
◦国立感染研，拡大中のウイルスは
欧州経由，初期の武漢由来は収束と
発表

4月 29日 △軽症者や無症状の療養者が注意すべき
13項目を公表。 一つでも該当したら「す
ぐ連絡を」

4月 30日 ◦総額 25兆円余りの補正予算が可
決成立

安倍首相「5月 7日から日常に戻るのは
困難」と表明

5月 1日 安倍首相，緊急事態宣言の「全国，1か
月程度延長」を指示
文科省「休校でも分散登校を」と通知
持続化給付金の申請開始

5月 2日 ▽大阪府，休業要請解除の独自基準案を公
表

尾身茂氏「（対策を続ける期間
について）時期を明確に言えるよ
うなウイルスではない。1年とか
半年とかは残念ながら誰も言えな
い」「感染者数は減少しているが，
そのスピードは我々の期待するま
でには至らなかった」「我々は感
染の実態の一部を把握しているに
過ぎない」

5月 3日 安倍首相，緊急事態宣言を延長し，解除
への数値基準を設ける方針を表明

5月 4日 安倍首相が会見（尾身氏同席），「正しく
恐れながら，日常生活を取り戻す」ことを
訴え，PCR検査については「医師が判断
すれば PCR検査を受けられるようにする
と申し上げてきましたし，その能力を上げ
る努力をして」きたことを強調
▶第 13回専門家会議，「新しい生活様式」
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（5月 4日） を提示
5月 6日 ▶専門家会議，PCR検査相談の目安緩和へ。

「37.5度以上が 4日以上」も削除を検討
5月 8日 豪で移動規制の段階的緩和を開始 △レムデシビルをコロナ治療薬として特例

承認。中医協が了承
▽東北・新潟の 9首長が「県境をまたがな
いで」と要請

5月 9日 世界の感染者数 400万人に迫る ▽東京都が休業要請に応じないパチンコ店
を公表

脇田隆字氏「新型コロナとは長
く付き合っていかないといけな
い」

5月 10日 西村担当相「34県の多く，緊急事態宣
言の解除を視野」

5月 11日 米，死者数が 8万人を超す 文科省が大学宛に PCR検査能力調査へ
の回答を求める

5月 12日 武漢で集団感染の再発を受けて全
市民に PCR検査を計画

△厚労相，PCR検査受診の目安が「誤解」
されたとの自身の発言への批判に，「適切
だったのかということは真摯に受け止め
る」と釈明

5月 13日 △中医協が抗原検査の保険適用を承認。厚
労省が受診ガイドラインを公表

5月 14日 アフリカ全土での感染を確認 39県の緊急事態宣言を解除
安倍首相会見（尾身氏同席）「医師が必要
と判断した場合には，直ちに検査を実施」
「抗原検査キットはその大きな武器とな
る」「最大 6時間を要する PCR検査と異
なり，わずか 30分ほどで結果が分かる」
ため有効活用することを強調
▶第 14回専門家会議

5月 15日 大学入試共通テストの予定通りの実施を
表明
△抗体検査を 6月に 1万人規模で実施する
と発表。東京，大阪，宮城を対象に
▽東京都，段階的緩和指標 7項目を公表（感
染者 1日 20人など）

5月 18日 △コロナ診療の手引きを改訂し，「重症化
マーカー」を追加

5月 20日 ◦藤田医科大，アビガンの有効性は
現段階では判断できないとの見解

菅官房長官，「アベノマスク」配布につ
いて「品薄改善に効果があった」

5月 21日 IOCバッハ氏「東京五輪の来年開
催が無理なら中止」

▽東京都で解除の目安を下回る。飲食店へ
の時短要請を緩和へ

5月 22日 WHO「南米が新たな震源地」
◦JR各社が新幹線減便の取り止め
を発表

渡航中止勧告対象国にインド，南アなど
を追加

脇田隆字氏「流行は収束してき
ており，（3府県）が外れるのは妥
当だ。ただ数日，新規感染者がゼ
ロでも完全に感染者がいなくなっ
たわけではないので警戒が必要」
岡部信彦氏「数値は目標にしや
すいが医療体制は総合的に考える
べきだ。自治体は数字だけでなく，
医療機関の実感を重視してほし
い」

5月 24日 国際公文書会議が各種機関にコロ
ナ対応の記録を残すよう声明（日本
語版の公開）

5月 25日 ◦内閣支持率 29％，不支持が 52％
に
◦小児科医師会，2歳未満のマスク

緊急事態宣言，全国で解除
安倍首相が会見（尾身氏同席）で「日本モ
デルの力を示した」と述べ，「全国で既に
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（5月 25日） 非着用を呼びかけ 100か所近い PCRセンターを設置してお
り，これを一層拡大」と表明
△幹部がアビガンの月内承認は困難との見
解を示す

5月 26日 アビガンの月内承認を断念 脇田隆字氏「（緊急事態宣言解
除の前倒しは）政治判断だろう。
専門家側からの話ではない」「経
済と感染状況の総合的な判断で解
除するということで合意した」

5月 27日 米国で死者が 10万人を超す 2次補正予算の政府案を決定
5月 28日
5月 29日 ブルーインパルス，都心上空を飛

行
△感染患者の退院基準見直しを決定。PCR

検査を必須から外す
▶第 15回専門家会議。「次の波」に備えた
提言を発表。政府対応への評価については，
緊急事態宣言は感染抑制に貢献したとする
一方，感染ピークは 4月 1日頃の宣言前
だったと報告

5月 30日 ▽「東京アラート」の目安を超える 押谷仁氏「（宣言解除後に院内
感染が相次ぐことは）むしろ想定
内のことで，いかに早期に検知し
て早期におさえ込んでいくか。そ
ういう体制をつくることが大事」

5月 31日 世界の感染者が 600万人を超す ▽北九州の小学校でクラスター発生，12

人が感染
6月 1日 菅官房長官，不要な「アベノマスク」寄

付の動きを受け，流行に備えた保有を呼び
かけ
抗体検査を東京と宮城で開始
▽大阪府，休業要請を全面解除

6月 2日 パリで営業制限を緩和
武漢の全住民検査で 300人に陽
性反応も全員が無症状と発表

菅官房長官，非公開のコロナ対策連絡会
議の議事概要について「国会の求めがあれ
ば開示」と述べる
△PCR検査の検体に唾液の使用を認める
▽「東京アラート」発動

6月 3日 イタリア，EU加盟国等からの観
光受入れを再開

抗体検査を大阪で開始

6月 4日 ◦西浦博教授らのグループが，感染
者が海外から 1日 10人入国すると，
90日後には 99％の確率で大規模な

麻生財務相，参院財政金融委員会で日本
での死者が他国より少ないことについて
「民度が違うからだ」と発言

流行が起こるとの試算を公表（4日
付け記事）

6月 5日 WHO，マスク着用を推奨へ指針
を変更
ブラジル政府が累計感染者数を非
公表に

国交省，飲食店の路上営業規制を緩和
△厚労相，コロナワクチン接種について
「来年前半を目指す」

6月 7日 世界の死者が 40万人，感染者は
691万人に

西村担当相，専門家会議発言者の議事概
要への明記を表明。議事録は作成しない方
針

6月 8日 中国，国際線運行制限の緩和を開
始
◦プロ野球全選手 PCR検査を決定

安倍首相，専門家会議の速記録の原則公
表を表明

6月 11日 ▽「東京アラート」解除 脇田隆字氏「対策は長丁場にな
る。専門家の立ち位置をもう一度，
考え直す時期だと思っている」
尾身茂氏「前のめりだ，専門家
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（6月 11日） 会議の役割としては逸脱するかも
しれないという意識はあった。だ
が（略）大事なことを早く伝えなく
ては，という気持ちが上回った」
武藤香織氏 「（2月 24日に専門
家会議メンバーが独自に『瀬戸
際』との見解を示したのは）賭け
のようなものだった」

6月 12日 ◦2次補正予算が成立 △感染者の退院基準を 2週間から 10日に
緩和
▶第 16回専門家会議

6月 13日 北京市で感染が再燃。市場を封鎖
し，関係者 1万人の PCR検査を開
始

6月 15日 フランス，ロックダウン大幅解除 ▽東京都，東京アラートの見直しを含む検
討を開始

6月 16日 △抗体検査の結果，陽性率は東京 0.10％，
大阪 0.17％，宮城 0.03％と発表

6月 18日 イタリア高等衛生研究所が，伊北
部で昨年 12月には新型コロナウイ
ルスが存在したとの研究結果を発表

県境をまたぐ移動自粛の全面解除
安倍首相会見「抗原検査の更なる活用も
進め，国内の検査体制を一層強化」と表明
▽東京都知事選が告示

6月 19日 茂木外相，ベトナムとの往来再開合意を
発表
△感染者接触アプリの提供開始
△抗原検査に唾液を使う検査試薬を承認
▶第 17回専門家会議

6月 20日 WHO「新たな危険な局面」
6月 21日 舘田一博氏「3月末に緊急事態

宣言が出ていたなら，被害はもっ
と抑えられただろう。だがそれは
今だから言えることで，次に同様
なことが起きたとき，対応できる
ようにしなければいけない」

6月 22日 西村担当相，新型インフル特措法改正に
ついて「しっかり議論する」，現状でも
「一定の成果」と強調

6月 23日 ドイツ，集団感染発生の西部の郡
で再ロックダウン

6月 24日 西村担当相，専門家会議を廃止して新組
織をつくることを表明
▶専門家会議が組織見直しを提言
▽東京都で 50日ぶりに 50人以上の感染者
報告

6月 25日 菅官房長官，布マスクの全戸配布が 20

日までに完了と発表
脇田隆字氏「（前のめりになっ
た理由については政府の）諮問に
答えるだけで なく，対策をとる
必要があると考えた」
尾身茂氏「感染症対策というの
は，実験室の学問や純粋科学とは
違う」「適切な提言のためには 政
府と意見交換が必須だ」「ここだ
けはという大事な部分は譲らない。
客観性や中立性を我々は守ってき
た。新しい会議メンバーにもそう
してほしい」「（新たな会議体の立
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（6月 25日） ち上げは）それは知りません」
6月 26日 経産省，次亜塩素水のコロナへの効果を

発表。空間噴霧は非推奨。
与党，専門家会議の廃止に関して与党了
解がなかったと反発

岡部信彦氏「日常生活に戻して
いく必要がある」

6月 28日 世界で 1000万人感染 西村担当相，専門家会議の「廃止という
言葉が過ぎた」と釈明

6月 30日 ◦アンジェスが国内初のコロナワク
チンの治験開始を発表

▽東京都が「次の波」への警戒のための新
指標を発表。数値基準は設けず

7月 1日 EUが日本からの入域禁止措置を
解除

新型コロナウイルス対策の効果を検証す
る有識者会議の初会合

7月 2日 城山英明氏「（専門家会議メン
バーは）自分たちで能動的に動い
て状況分析や提言ができた。専門
家が自律的に問題を設定できるこ
とは，科学の独立性の観点からも
重要」
渋谷健司氏「PCR検査などの
データが少ない上に，データの集
計や活用体制に不備があった。科
学者の側は限られたデータと人材
で感染状況や対応シナリオの十分
な検討ができなかったのではない
か」

7月 3日 新型コロナウイルス感染症対策分科会の
設置を決定

7月 4日 スペイン，カタルーニャ州の一部
でロックダウンを再開

7月 5日 WHO，抗 HIV薬のコロナ治療研
究を，効果なしとして中止

7月 6日 米，WHO脱退を正式通知 ▶分科会の初会合。7月 10日からのイベ
ント規制の緩和を了承

7月 7日 ブラジル大統領が感染と発表 菅官房長官，東京都の移動自粛要請に
「不要」と反論

7月 9日 ▽東京都，1日の新規感染確認数が過去最
多の 224人に

7月 10日 ◦東京都医師会・尾崎会長「市中感
染が起きているのは間違いない」
◦藤田医科大，アビガンの効果が統
計的に確認できなかったと発表

▽首都圏 1都 3県知事が感染防止への共同
声明

7月 11日 菅官房長官，講演で「圧倒的に東京問
題」と発言

7月 13日 ▽小池都知事が菅官房長官発言に，「無症
状の感染者も出ている中で，どう仕切りを
つけるのか。これは国の問題だ」と反論

7月 14日 家賃支援給付金の受付開始
△アドバイザリーボード，感染者の増加に
ついて，検査能力の拡充により無症状や軽
症者が多く，過去の状況との単純比較は妥
当ではないと評価
▽大阪府知事，首相と面会し，特措法改正
による知事の権限強化を要望

7月 15日 △アドバイザリーボードが「社交飲食店」
の呼称を 1日で撤回し，「接待伴う飲食
店」に変更
▽都のモニタリング会議で，警戒レベルを 



e0038 KAGAKU Oct. 2020  Vol.90  No.10

世界／日本（◦） 政府（除厚労省）・与党／厚労省（△）／専門
家会議・分科会（▶）／地方自治体（▽）

専門家コメント
（朝日新聞本紙朝刊）

（7月 15日） 最高の「感染が拡大していると思われる」
に引き上げ。都知事が「感染拡大警報」を
呼びかけ

7月 16日 ◦全国で緊急事態宣言解除後最多の
622人の感染を確認

Go Toトラベル事業の 22日からの実施
を，東京都を除外の上で決定
▶第 2回分科会。Go Toトラベル事業の実
施について目立った異論なく了承

7月 17日 国土交通省，Go Toトラベル事業の対象
と参加条件を正式発表。若者と高齢者の団
体利用等を控えるよう事業者に周知
▽沖縄県，基地従業員に対し，症状の有無
にかかわらず PCR検査を無料実施する方
針を固める

舘田一博氏「東京に行っちゃい
けない，出てはいけないといった
メッセージにならないようにしな
いといけない。3密を避けてマス
クを適切にして旅行するならい
い」

7月 20日 ◦国内の死者が 1000人を超す Go Toトラベル事業の東京除外によるキ
ャンセル料を政府が補塡すると方針転換

7月 22日 Go Toトラベルキャンペーン開始
▶第 3回分科会，全国的な感染拡大を「漸
増」と評価。医療体制逼迫への懸念を指摘

7月 23日 政府，景気後退を認定する方向で調整
7月 24日 安倍首相，感染者増加について「高い緊

張感をもって注視」と述べ，緊急事態宣言
の再発出は否定
▽風営法に基づく警視庁の立ち入りに都職
員が同行し，コロナ対応を確認

7月 26日 世界の感染者数 1600万人を超す
7月 27日 濱田篤郎氏「経済は大切だと思

います」「ただ，感染状況を見な
がら対応する必要があります」
「この時期に制限を緩めたり人の
動きを促進したりするような政策
を進めるべきではありません」
小林慶一郎氏（分科会メンバー）
「感染リスクが高ければ企業の活
動も落ちるし，消費者の活動も止
まるので，経済は冷え込みます。
どうすればリスクを下げられるか
を考えると，検査をして陽性者を
隔離するしかありません」
小幡績氏「金をばらまき過ぎで
す。休業したらお金を支給するな
んて，おかしいでしょう」「自粛
できるところは自粛しましょうね
って言うと，なぜ『金をよこせ』
ってなるんですか。補償は何か悪
いことをしたときに支払うべきも
のです」

7月 29日 ◦全国の 1日あたり新規感染確認数
が初めて 1000人を超す（1264人）

▶尾身分科会長が衆院国交委で，Go To事
業先送りの提言が採用されなかったと答弁

7月 30日 △介護施設等への布マスク 8000万枚の一
律配布を断念

7月 31日 ◦厚労省の統計で「コロナ失職」が
4万人を超える

△マスクや消毒用アルコール製品の転売規
制を近く解除すると表明
▶第 4回分科会，感染状況を地域ごとに 4

段階に分け，段階に応じ 対策を取る方針
を提案。具体的指標は示さず
▽沖縄県，県独自の緊急事態宣言を発出

岡部信彦氏「観光は大切だが，
タイミングはどうか。感染者が増
えているところについては遠慮し
てもらった方がいい」「（Go Toキ
ャンベーンは）落ち着いてから利
用してもらいたい」
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（7月 31日） ▽大阪府，ミナミ地区の一部店舗への休業
要請を決定

8月 2日 西村担当相，「（帰省は）慎重に考えない
といけない」

8月 3日 菅官房長官，「（帰省を）一律に控えてと
言っているわけではない」
▽沖縄県，感染者宿泊施設の確保が進んで
いないとの菅官房長官発言に，通知通り 7

月末までに確保したと反論
▽東京都，酒を提供する飲食店などへの営
業時間短縮要請を開始

8月 4日 自民党，早期の臨時国会招集を拒否
▽吉村大阪府知事，はびきの医療センター
の研究結果をもとに，ポビドンヨードを含
むうがい薬による重症化予防の可能性を示
唆し，「うがいを励行して欲しい」

8月 5日 台湾，日本の感染リスク評価を引
き上げ
◦日本医師会，PCR検査や抗原検査
の充実を求める緊急提言

AIアドバイザリーボード委員，専門家
と政治の役割分担の整理などを求める提言
▶分科会，尾身会長ら一部メンバーで，帰
省の一律自粛は求めずと緊急提言

8月 6日 安倍首相，49日ぶりの会見。緊急事態
宣言を出す状況ではないとし，Go To事業
で「ウィズコロナの時代の安全で安心な新
しい旅のスタイルを普及」
△アドバイザリーボード，沖縄など一部地
域の感染拡大速度が 3，4月時に近く「憂
慮すべき状況」
▽愛知県，独自の緊急事態宣言
▽小池都知事，都外への帰省や旅行を控え
るよう呼びかけ

8月 7日 アフリカでの感染者数が 100万
人を超す。検査態勢の不足で，実際
の感染者数ははるかに多いとも
◦全国で新たに 1608人の感染者を
確認（22：50時点）

▶分科会，感染状況を 4段階で評価するた
めの「６指標」（①病床逼迫度，② 10万人
あたり療養者数，③ PCR検査陽性率，④
10万人あたり週間新規感染者数，⑤前週
と今週の新規感染者数比較，⑥感染経路不
明者割合）を提言。

 （作成：尾内隆之・調麻佐志）


